
1  予算編成の背景

国の予算規模

　　一般会計 ８３兆　　６１３億円　　（前年度比　0 .2 ％増）

　　一般歳出 ４７兆２，８４５億円　　（前年度比　0 .7 ％増）

地方財政計画

　　規　　模 ８３兆４，０１４億円　　（前年度比　0 .3 ％増）

本市の財政見通し

　　歳　　入 市税収入 前年度のような大幅な増収は見込めない

市　債　　 公債費負担の適正化に向け大幅に抑制する必要がある

基　金　　 借入金を抑制する必要がある

　　歳　　出 　扶助費や公債費などの義務的経費の増に加え、少子高齢社会への対応など

各種施策に多額の財政需要が見込まれる

2  予算編成の基本的な考え方

行政改革の推進

・新行政改革推進計画や財政健全化プランの取り組み項目を可能な限り予算に反映

第２次５か年計画の推進

・計画事業の見直しを踏まえ、事業の厳選を行った上で着実な推進を図る

収支不足への対応と財政健全化へ向けた取り組み

・徹底した事務事業の見直し

・給与費の見直し

・可能な限りの財源確保

・財政健全化への取り組みとして、市債発行や基金からの借入を大幅に抑制

3  平成２０年度予算規模

　一 般 会 計 3 ,2 1 3 億円　　　　   （前年度比　3 6 0 億円減　　　　 1 0 .1 ％減）

   特 別 会 計 3 ,6 8 2 億7 ,9 0 0 万円　（前年度比　1 7 0 億2 ,4 0 0 万円減   4 .4 ％減）

　　合　 計 6 ,8 9 5 億7 ,9 0 0 万円   （前年度比　5 3 0 億2 ,4 0 0 万円減   7 .1 ％減）

平 成 ２０ 年 度 当 初 予 算 の 概 要
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＜ 参考資料 ＞

1  主な一般財源（市税・地方譲与税・地方特例交付金・減税補てん債・臨時財政対策債）

（単位：百万円、％）

市 税

地 方 譲 与 税

地方特例交付金

臨時財政対策債

2  市　　債 （一般会計）
（単位：百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比

3 5 ,0 2 3 1 0 .9 6 2 ,8 1 8 1 7 .6

4 ,3 3 5 1 .3 1 2 ,0 0 4 3 .4

5 ,0 0 0 1 .6 4 ,0 0 0 1 .1

（単位：百万円）

3  性 質 別 歳 出 （一般会計）

（単位：百万円、％）

7 2 8 ,2 9 3 △ 3 ,2 1 4

区 分 ２０年度 １９年度 増減

地財伸率区 分
増 減

２０年度 １９年度
金 額 率

1 8 4 ,0 0 0

2 ,8 3 3

2 ,0 4 7

9 ,0 0 0

1 8 2 ,0 0 0

3 ,0 0 1

1 ,7 9 5

1 0 ,5 0 0

2 ,0 0 0

△ 1 6 8

2 5 2

△ 1 ,5 0 0

1 .1

△ 5 .6

1 4 .0

△ 1 4 .3

0 .5

△ 0 .9

5 1 .8

△ 6 .3

区 分
２０年度 １９年度

0 .31 9 7 ,2 9 6 5 8 4合 計 1 9 7 ,8 8 0

増 減

金 額 率

△ 2 7 ,7 9 5 △ 4 4 .2

△ 7 ,6 6 9 △ 6 3 .9

1 ,0 0 0 2 5 .0

性 質 ２０年度 １９年度
増 減

金 額 率

市 債 年 度 末 残 高 7 2 5 ,0 7 9

義 務 的 経 費 1 6 9 ,5 6 7 1 6 6 ,9 5 1 2 ,6 1 6 1 .6

6 3 ,9 2 5 6 5 ,3 9 2 △ 1 ,4 6 7 △ 2 .2

△ 3 6 ,0 0 0

1 .7

5 1 ,2 4 3 4 8 ,0 9 1 3 ,1 5 2 6 .6

5 4 ,3 9 9 5 3 ,4 6 8 9 3 1

△ 6 0 .9

合 計 3 2 1 ,3 0 0 3 5 7 ,3 0 0

4 5 ,9 6 9単 独 事 業 費

△ 1 0 .1

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費 3 9 ,7 8 3 7 3 ,0 3 0 △ 3 3 ,2 4 7 △ 4 5 .5

2 9 ,1 9 8

△ 5 ,3 6 9

△ 1 6 ,7 7 1

1 0 ,5 8 5 2 7 ,0 6 1 △ 1 6 ,4 7 6

△ 4 .6

補 助 事 業 費

△ 3 6 .5

そ の 他 経 費

市 債

うち行革等推進債

うち退職手当債

1 1 1 ,9 5 0 1 1 7 ,3 1 9
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